
デロイトトーマツ コンサルティング合同会社

契約書電子化ツール導入に関するサービス紹介
契約業務の高度化・システム導入
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フロント業務からバックオフィス業務までの変革支援

フロント業務（契約書/請求書）の電子化から決算業務の高度化まで財務領域の業務

変革において制度業務設計からシステム構築までサービスを提供いたします

得意先

仕入先

Order to Cash

Procure to Payment

Close,Consolidate,Report
➢ 見積もり依頼書

➢ 発注書

➢ 検収書

➢ 入庫伝票(控)

➢ 支払通知書

➢ 見積書

➢ 注文請書

➢ 出荷伝票(控)

➢ 請求書

➢ 確認状

➢ 見積書

➢ 注文請書

➢ 出荷伝票(控)

➢ 見積もり依頼書

➢ 発注書

➢ 検収書

➢ 入庫伝票(控)

➢ 支払通知書

EDI,メール

取引サイト

Procure
Receipt

G & S

Receive

Invoice

Conduct

Payment
Reconcile

Order
Order

Fulfill

Request

Payment

Receive

Payment
Reconcile

銀行FB・CMS

銀行FB・CMS

EDI,メール

取引サイト

Record Close
Consoli

-date
Report

Audit

/Tax

プロセス自動化・タッチレス化
デジタル決算

（自動化、可視化、リモート化）

➢ 総勘定元帳・補助元帳

➢ 単体財務諸表・連結財務諸表

➢ 会社法計算書類

➢ 有価証券報告書

➢ 税務申告書

➢ 請求書

➢ 確認状

ペーパーレス

リモート業務

•決算早期化/上場支援/内部統制

• IFRS/新会計基準・決算期変更

•会計ERP導入（SAP/Oracle等）

•購買/請求/支払管理の高度化

•電子帳簿保存法・国税対応

•購買/経費システムの導入

•販売/与信/顧客管理の高度化

•電子契約システム導入

•入金消込・滞留債権・売掛管理

企業間のペーパーレス・電子化領域において契約書電子化対応もご支援しております
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受注者 上長等

◼ Cloud上で申込送付

◼ 顧客情報をシステムへ転

記

◼ 書類確認のための出社

不要

◼ モバイル/PCで署名・入力

◼ メール・クラウドにより送付

◼ クラウド上で承認

◼ ミスをシステム制御

◼ 申込書等を画面上

でチェック

受注者 上長等

申込情報・署名

自動格納

◼ モバイル/PCで署名・入力

◼ クラウドにより送付

既存システムとの連携後クラウドシステム導入後クラウドシステム導入前

◼ クラウド上で承認

◼ ミスをシステム制御

◼ 申込書等を画面上

でチェック

◼ 既存システム上で

申込書等作成・格納

◼ 顧客情報の入力不要

◼ 書類確認のための出社

不要

発注者

(申込者)

発注者

(申込者)

受注者

◼ 申込書をPCで入力後、

印刷し署名・押印

◼ 郵送により送付

◼ 申込書等メール送付

◼ ミスを目視確認

◼ 手入力でデータ化

契約書等

郵送

手入力

データ

保管

申込書等入力

署名・押印

発注者

(申込者)

既存システム

(Salesforce等)

顧客情報・

申込フォーマットの

連携

承認

承認依頼

承認 上長等

◼ 紙の申込書等を

チェック・整理

申込書等格納・

署名依頼

承認者登録

ステータス

情報

契約書等

メール送付

承認

依頼

クラウド

サーバー/

電子クラウド※1

申込情報・署名

自動格納

承認申込書等格納・

署名依頼

承認者登録

ステータス

情報
承認

依頼

クラウド

サーバー/

電子クラウド※1

既存

システム
転記

契約プロセス/帳票のデジタル化・顧客管理高度化

デロイトのソリューション デロイトの強み

◼ 取引先との発注・契約プロセスを電子化することにより、ペーパレ

スでの契約合意の実現と、販売管理システムとの連携により顧客

管理の高度化を実現する

◼ 契約書電子化ツール選定、法対応に則した導入対象の契約書

選別、既存システムとの連携構築など、制度設計から業務/シス

テム構築までを一元的に支援が可能

電子契約システム導入支援について、電子署名法・電子帳簿保存法の法的要件への対応、

システムツール選定、導入支援までご支援が可能です
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電子契約導入イメージと検討論点

電子契約ツール選定・導入支援に関連して、基幹システム連携や証憑保管の効率化、

各種チェンジマネジメントに係るコンサルティングサービスの提供が可能です

契約書

電子化ツール

論点

電子契約の

導入

基幹システム連携・

マスタの一元管理

証憑保管・検索

の効率化

全体計画策定・

プロジェクト

マネジメント

得意先 仕入先 代理店

証憑保管ツール

(DataDelivery等)

販売管理システム

(Salesforce等)

購買管理

システム

販売管理

システム

自社

ユーザー

署
名
依
頼

署
名

契約書等

アップロード

• 取引先情報

• 商談情報

• 文書テンプレート

契約情報

の連携

証憑の自動保管

とタグ付け

11

2-1
2-2 3

サービス概要

1

2

3

4

➢ 法律との適合や業務効率を踏まえ、電子契約を導入する

文書の範囲を定義する

➢ 法的有効性の高さ・業務効率を踏まえ、電子サイン/電子

署名の使い分けを制度設計する

➢ 販売管理システムと連携し、契約書フォーマットへの取引先

情報・商談情報の自動入力を可能にするため、連携すべ

き情報の整理や文書テンプレートを設計する

➢ 販売系/購買系システムと連携・取引先マスタを一元管理

することで、契約情報をP/L予測やサプライヤー管理の

関連データとして活用するため、連携すべき情報の整理と

制度設計を行う

➢ 既存文書含めた一元管理や、証憑の自動保管・

マシンラーニングによる自動タグ付けを実現し、保管・検索

業務を効率化するため、証憑保管ツールのセットアップ支

援と精度設計を行う

➢ プロジェクト全体計画策定、推進におけるスケジュール・品

質管理の支援を行う

➢ 電子契約利用の効果を広く波及させるため、取引先への

周知や従業員への新業務装着など

を計画的に実施する

2-1

2-2

4

4
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検討事項と成果物イメージ

これまでのプロジェクト実績において契約書電子化ツールの選定・評価、ツールセットアップ

支援、Tobe業務プロセスの設計、関連法令対応などを対応しています

A：ツールの評価・選定

C：ツール導入対象文書の定義・Tobe業務の構想

B：ツールのセットアップ

D：関連法令の確認・社内規定類の更新検討
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